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Ⅰ. 問題と目的 

 平成 18 年、学校教育法改正により従来の特殊教育から特別支援教育への転換がなされ複

数の障害種を一つの特別支援学校で受け入れることが可能となった。それに伴い特別支援教

育においては、より教員の専門性の向上が求められている。文部科学省（2007）も「特別支

援教育の推進について（通知）」において特別支援教育を行うための体制の整備や必要な取り

組みとして教員の専門性の向上を示した。また、特別支援教育の在り方に関する委員会

（2010）は特別支援学校教員に求められる専門性について「特別支援教育全般に関する基礎

的な知識（制度的・社会的背景・動向等）」、「それぞれの障害種別ごとの専門性として、各障

害種の幼児児童生徒の心理（発達を含む）・生理・病理に関する一般的な知識・理解や教育課

程、指導法に関する深い知識・理解及び実践的指導力」と示している。このことから、特別

支援学校教員は専門的知識を有すると共に、その知識を活用し各障害種に応じた授業を行っ

ていく必要がある。 

 近年の特別支援教育の分野では QOL の向上が重要視されており、小原・權・韓（2014）

により特別支援学校における教育課程の領域である自立活動と健康関連 QOL の関係性が明

らかにされた。そして韓・小原・上月（2014）により QOL の視点に基づいた特別支援教育

の教育成果を評価する特別支援教育成果評価尺度（Special Needs Education Assessment 

Tool: SNEAT）が開発された。SNEAT は Kohara, Han, Kwon et al.（2015）により科学的

信頼性と妥当性が検証され、日本全国で使用することができる画期的な尺度である。また、

信頼性と妥当性を検証するなかで授業成果に影響を与える要因として、「特別支援教育経験年

数」、「特別支援学校教諭免許状保有の有無」、「学年」、「障害種」の 4 つが示された。とくに

「特別支援教育経験年数」と「特別支援学校教諭免許状保有の有無」は教員が背景として持
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つ専門性ともいえるものであり、授業成果と教員の専門性は関連すると考えられる。このこ

とから、授業成果に影響を与える要因について明らかにすることで教員の専門性を向上する

ための研修や制度を充実させる手がかりになるだろう。 

 Kohara, Han, Kwon et al.（2015）の研究では、授業成果に影響を与える要因として上で

述べた 4 つが示されたが、研究対象が障害種を問わずに行われたものであり、障害種別に授

業成果に影響を与える要因の検討を行った研究は行われていない。また、授業成果に影響を

与える要因について科学的手法を用いて作成された尺度を基に行われた調査もない現状であ

る。さらに SNEAT を実際に使用した事例はなく、データの蓄積が少ない。そこで、本研究

では SNEAT を用いて肢体不自由特別支援学校における授業成果に影響を与える要因の検討

を行うことを目的とする。 

 

Ⅱ. 方法 
 

1. 対象と手続き 
本研究は、沖縄県内の肢体不自由及び病弱を対象とした特別支援学校 1 校を対象とし、本

務教員全員と臨時教員の評価参加希望者に SNEAT を配布した。データ収集期間は平成 27

年 6 月～7 月であり 1 回 45 分の授業で週に 1 回、SNEAT を実施した。また、対象とする教

科は授業担当教員が希望する授業で行ったため、自立活動及び日常生活の指導、教科等で実

施された。さらに、SNEAT を使用した評価は授業担当教員本人が質問紙の記入を行った。 

 

2. 質問紙 

SNEAT は、体の健康、心の健康、社会生活機能の 3 領域 11 項目から構成されている。 

これら 11 項目は児童生徒の教育達成度に合わせ授業担当教員が評価するものである。それ

ぞれの項目について、評価者は、5=「非常に」、4=「かなり」、3=「多少は」、2=「少しだけ」、

1=「ほとんどない」で最も適当な数字に○を付けるようにした。 

また、授業担当教員の基本属性に関するフェイスシート及び児童生徒の基本属性に関する

フェイスシートを添付した。授業担当教員の基本属性に関しては、年齢、性別、通算教職経

験年数、特別支援学校での教職経験年数、特別支援学校教員免許保有の有無、自立活動専科

としての通算経験年数について記入するようにした。児童生徒の基本属性に関しては、学部、

学年、性別、障害種、医療的ケアの有無について記入するようにした。 

 
3. 統計分析 

肢体不自由特別支援学校における授業成果に影響を与える要因として特別支援学校教員免

許状保有の有無、特別支援教育経験年数が関係していると仮定し、それぞれ総合点数及び各

領域点数の点数比較を行う。特別支援教育経験年数については、平均値の 13 年で区切り経

験年数 13 年以上の教員と 13 年以下の教員の点数比較を行う。これらの分析には、t 検定及

び一要因分散分析（One-way ANOVA）を用い分析した。統計解析には SPSS ver.23.0 を使

用した。 
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Ⅲ. 結果 

 

1. 対象の基本属性 

今回 SNEAT を実施した教師は 56 人であった。しかし、各々SNEAT を実施した回数が異

なっていたため、最低 4 回 SNEAT を実施したものを対象に分析を行った。その結果、欠損

値を除く 49 件が対象となった。担当教員及の基本属性を表 1、また児童生徒の基本属性を表

2 に示す。 

担当教員の基本属性を見ると、性別は女性教員が男性教員よりも多く全体の 8 割を占めた。

特別支援教育平均経験年数は 13.4 年であり、過半数の教師が 10 年以上特別支援教育に携わ

っていた。また、全体の約 8 割の教師が特別支援学校教諭免許状を保有していた。 

児童生徒の基本属性を見ると、小学部の児童が最も多く全体の 59.2％を占めていた。また、

男女比は同程度であった。障害種については重複障害が最も多く全体の 81.6％であった。対

象とした学校が肢体不自由及び病弱を対象とした学校であったので、重複障害の内訳では全

員が肢体不自由又は病弱を併せ有する重複障害であった。また、全体の 36.7％が医療的ケア

を必要とする児童生徒であった。 

 

表 1 担当教員の基本属性 

担当教員(n=49)  M±SD, n(%) 
性別 男 9(18.4%) 
 女 40(81.6%) 
年齢  43.0±8.7 
通算教職平均経験年数(年)  17.5±8.7 
特別支援教育平均経験年数(年)  13.4±8.9 
特別支援学校教諭免許状保有 有 41(83.7%) 
 無 8(16.3%) 

 
表 2 児童生徒の基本属性 

児童生徒(n=49)  M±SD, n(%) 
学部 小 29(59.2%) 
 中 11(22.4%) 
 高 9(18.4%) 
性別 男 26(53.1%) 
 女 22(44.9%) 
 不明 1(2.0%) 
障害種 肢体不自由 6(12.2%) 
 病弱 3(6.1%) 
 重複障害 40(81.6%) 
医療的ケア 有 18(36.7%) 
 無 20(40.0%) 
 不明 11(22.4%) 

 

2. 総合点数及び領域点数の推移 

総合点数は 1 回目 55.0、2 回目 57.3、3 回目 56.8、4 回目 57.9 であった。3 回目で一度点

数は下がるものの、1 回目と 4 回目では点数が上がっており点数の上昇傾向が見られた。一

要因分散分析（対応あり）の結果、有意差は認められなかった（図 1-A）。 



Total Rehabilitation Research, VOL.4 87-96 

90 

 体の健康領域の平均点数は、1 回目 16.0、2 回目 16.8、3 回目 16.7、4 回目 17.1 であり点

数の上昇傾向が見られた。一要因分散分析（対応あり）の結果、有意差は認められなかった。 

 心の健康領域の平均点数は、1 回目 19.8、2 回目 21.3、3 回目 20.9、4 回目 21.1 であった。

1 回目と 4 回目では点数が上がっており、点数の上昇傾向が見られた。一要因分散分析（対

応あり）の結果、有意差は認められなかった。 

 社会生活機能領域の平均点数は、1 回目 19.2、2 回目 19.1、3 回目 19.0、4 回目 19.6 であ

った。1 回目と 4 回目では点数が上がっており点数の上昇傾向が見られた。一要因分散分析

（対応あり）の結果、有意差は認められなかった。 

 領域間の有意差を調べるため一元配置分散分析（対応なし）を行った結果、1 回目

(F=(2,144)=5.060, p＜.01)、2 回目(F=(2,144)=5.200, p＜.01)、3 回目(F=(2,144)=4.432, p

＜.05)、4 回目(F=(2,144)=3.949, p＜.05)であった。Tukey b を用いた多重比較によれば、1

回目から 4 回目における体の健康領域と心の健康領域の点数間に有意差が認められた。また、

1 回目の体の健康領域と社会生活機能の点数間に有意差が認められた（図 1-B）。 

図 1 総合点数及び領域点数の推移 
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3. 特別支援学校教諭免許状の有無による点数比較 

特別支援学校教諭免許状保有の有無に分けた総合点数及び各領域の平均点数及び標準偏差

については、表 3 に示す。 

免許保有の有無に分けた総合点数の推移をみると、免許保有者は 1 回目より 4 回目の点数

が上昇していた。また、3 回目で点数が下がるものの、全体的に緩やかに点数が上昇する傾

向が見られた。免許非保有者も点数の上昇傾向が見られ、2 回目から 3 回目にかけて急激に

点数が伸びていた。しかし一要因分散分析（対応あり）の結果、有意差は認められなかった。

また、3 回目と 4 回目では非保有者が保有者の点数を上回っていた。 

「体の健康」領域の点数推移をみると、免許保有者は 1 回目より 4 回目の点数が上回り、

全体的に緩やかに点数が上昇する傾向が見られた。免許非保有者は回数を重ねるごとに点数

が上昇していた。2 回目と 3 回目では急激な点数の上昇が見られた。3 回目と 4 回目では非

保有者が保有者の点数を上回っていた。 

「心の健康」領域の点数推移をみると、免許保有者は 1 回目より 4 回目の点数が上回って

いた。一要因分散分析（対応あり）の結果、1 回目と 2 回目の点数間に有意傾向が見られた。

免許非保有者は 2 回目で点数が下がるが、全体的に点数の上昇傾向が見られた。一要因分散

分析（対応あり）の結果、2 回目と 4 回目の点数間に有意傾向が見られた。また、1 回目と 2

回目及び 4 回目では非保有者が保有者の点数を上回った。 

「社会生活機能」領域の点数推移をみると、免許保有者は 1 回目より 4 回目の点数がやや

上回った。また全体的に点数の変化は緩やかであった。免許非保有者は 2 回目から 4 回目に

かけて回数を重ねるごとに点数が上昇した。さらに 3 回目と 4 回目では免許非保有者が保有

者の点数を上回った。 

また、免許保有の有無による総合点数及び各領域点数の違いについて t 検定をおこなった

ところ、いずれについても有意差は見られなかった。 

 

表 3 特別支援学校教諭免許状保有の有無別による総合点数及び各領域点数の 

平均点数及び標準偏差 

 免許

保有 
1 回目  2 回目  3 回目  4 回目 

 M SD  M SD  M SD  M SD 

総合 
点数 

有 55.4 16.6  58.2 18.2  56.6 19.2  57.6 18.9 
無 53.2 15.3  52.6 12.7  57.6 14.1  59.3 14.6 

体の 
健康 

有 16.3 5.7  17.2 7.1  16.6 6.2  17.1 6.6 
無 14.5 4.0  14.8 3.1  17.3 4.9  17.2 5.2 

心の 
健康 

有 19.7 6.3  21.7 7.7  20.9 8.1  20.1 8.1 
無 20.2 7.2  19.5 6.9  21.0 6.5  22.1 7.6 

社会生 
活機能 

有 19.3 6.8  19.2 6.2  19.0 7.1  19.6 6.3 
無 18.5 7.5  18.2 5.7  19.2 6.1  200 6.4 

 

4. 特別支援教育経験年数による点数比較 

特別支援教育経験年数を平均値の以上と平均値未満で分けた。平均値は、13.4±8.9 年だっ

たため、13 年以上と 13 年未満に分類した。総合点数及び各領域点数の平均値及び標準偏差

については表 4 に示す。 
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総合点数の推移をみると、特別支援教育経験年数 13 年以上の教師は 1 回目に対して 4 回

目の点数が上回り、全体的に点数の変化が緩やかであった。経験年数 13 年未満の教師も 1

回目に対して 4 回目の点数が上回り、上昇傾向が見られた。しかし、経験年数 13 年以上の

教師よりも点数の変化が大きい。また、1 回目から 4 回目いずれも経験年数 13 年以上の教師

が点数を上回っていた。特別支援教育経験年数による点数の有意差を調べるため t 検定を行

った結果、1 回目（t(47)=2.056, p<.05）であり経験年数 13 年以上の教師の点数が有意に高

かった。また、3 回目（t(47)=1.694, 0.05<p<0.1）であり点数間に有意傾向が見られた（図

2-A）。

「体の健康」領域の点数推移をみると、13 年以上の教師は 1 回目に対して 4 回目の点数が

上回り、全体的に点数の変化が緩やかであった。経験年数 13 年未満の教師も同様に 1 回目

に対して 4 回目の点数が上回り、全体的に点数の上昇傾向が見られた。また、経験年数 13

年以上の教師と比較して点数の変化が大きかった。さらに 1 回目から 4 回目いずれも経験年

数 13 年以上の教師の点数が上回っている。特別支援教育経験年数による点数の有意差を調

べるため t 検定を行った結果、1 回目（t(47)=2.031, p<0.05）であり経験年数 13 年以上の教

師の点数が有意に高かった。また、3 回目（t(47)=1.731, 0.05<p<0.1）であり点数間に有意

傾向が見られた（図 2-B）。 

「心の健康」領域の点数をみると、13 年以上の教師は 1 回目から 3 回目まで回数を重ねる

ごとに点数が上昇していた。4 回目で点数が下がるが、1 回目に対して 4 回目の点数が高く

なっている。また、全体的に点数の変化は緩やかであった。経験年数 13 年未満の教師は 3

回目で点数が下がるものの、1回目に対して 4回目の点数が高く点数の上昇傾向が見られた。

また、1 回目から 4 回目いずれも経験年数 13 年以上の教師が点数を上回っている。特別支援

教育経験年数による点数の有意差を調べるため t 検定を行った結果、1 回目（t(47)=1.760, 

0.05<p<0.1）であり点数間に有意傾向が見られた（図 2-C）。 

「社会生活機能」領域の点数をみると、経験年数 13 年以上の教師は、1 回目に対して 4 回

目の点数が上回り、全体的に点数の変化が緩やかであった。経験年数 13 年未満の教師は 3

回目で点数が下がるが 1 回目に対して 4 回目の点数が上回っている。経験年数 13 年以上の

教師の点数と比較すると点数の変化が大きかった。また、1 回目から 4 回目いずれも経験年

数 13 年以上の教師が点数を上回っている。特別支援教育経験年数による点数の有意差を調

べるため t 検定を行った結果、群間に有意差は見られなかった（図 2-D）。 

表 4 特別支援教育経験年数による総合点数及び各領域点数の平均点数及び標準偏差 

経験年数 
1 回目 2 回目 3 回目 4 回目 

M SD M SD M SD M SD 

総合 
点数 

13 年以上 59.3 18.1 59.2 17.5 60.9 18.6 60.3 17.9 
13 年未満 50.2 12.5 55.2 17.6 52.1 17.3 55.1 18.4 

体の 
健康 

13 年以上 17.5 5.7 17.3 6.0 18.1 6.2 18.0 6.2 
13 年未満 14.3 4.8 16.3 7.5 15.2 5.5 16.2 6.5 

心の 
健康 

13 年以上 21.3 7.1 21.9 7.3 22.3 7.6 21.7 7.6 
13 年未満 18.1 5.2 20.7 8.0 19.3 8.0 20.3 8.5 

社会生

活機能 
13 年以上 20.5 7.3 19.9 6.6 20.3 7.0 20.6 6.3 
13 年未満 17.7 6.1 18.1 5.4 17.5 6.6 18.6 6.2 
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図 2 特別支援教育経験年数による総合点数及び各領域点数の推移 

Ⅳ. 考察 

1. 総合点数及び領域点数の推移

全体の総合点数では 3 回目で点数が下がるものの、1 回目に対して 4 回目の点数が上回っ

ていることから全体的に緩やかな点数の上昇傾向が見られた。先行研究において教育活動の

成果は急激な変化が見られない（Kohara, Han, Kwon et al., 2015）と述べられていることか

ら、本研究でも緩やかに教育成果をあげたと考えられる。 

 各領域点数では、どの領域も緩やかに点数が変化していた。また、心の健康領域が最も

点数が高く、次いで社会生活機能領域、そして体の健康領域が最も点数が低かった。この結

果は、先行研究（Kohara, Han, Kwon et al., 2015; Han & Kohara, 2016）でも同様の結果

だった。さらに 1 回目から 4 回目いずれも心の健康領域と体の健康領域の点数間に有意差が

認められた。このことから特に心の健康領域に関して他の領域よりも子どもの変化を捉え教

育成果を出すことができていると考えられる。 

2. 特別支援学校教諭免許状保有の有無による点数比較

先行研究（Kohara, Han, Kwon et al., 2015）では、特別支援教育は教育に関する知識と障

害に関する知識を併せ持つ高い専門性を要する教育であり、評価能力に免許保有の有無が影

響する可能性があることが示されたことから、本研究では免許保有者の方がより専門的知識

を有しており高い授業成果を出すことができるのではないかと仮定した。しかし、特別支援
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学校教諭免許状保有の有無による点数比較では 3 回目と 4 回目で免許保有者の点数を非保有

者が上回る結果となった。これにより免許保有が必ずしも授業成果に影響する要因ではない

可能性が考えられる。近年、教員の専門性の向上のため特別支援教育においても免許取得が

求められ、平成 27 年 5 月の時点で特別支援学校における特別支援学校教諭免許状の保有率

は 74.3％となっている。その反面、中央教育審議会（2015）は教職課程の学生が学校や教職

についての深い理解や意欲を持たないまま安易に教員免許を取得し、教員として採用されて

いる可能性もあると述べている。また、認定講習による二種免許保有者も増加している可能

性があることから、深い専門性の確保がなされていないのかもしれない。これらのことから

も、必ずしも免許保有が授業成果に影響を及ぼしていない可能性が考えられる。 

 

3. 特別支援教育経験年数による点数比較 

総合点数の 1 回目において経験年数 13 年以上の教員の方が経験年数 13 年未満の教員より

有意に点数が高かった。また、3 回目でも経験年数 13 年以上の教員の方が有意に点数が高い

傾向が見られた。このことから、経験年数 13 年以上の教員の方が児童生徒の変化を捉えて

教育成果を出すことができたと考えられる。さらに体の健康領域及び心の健康領域でも点数

間に有意差が見られた。この結果から特別支援教育経験年数が授業成果に影響する要因の一

つであると考えられ、経験年数の長い方が高い授業成果を出しやすいという可能性が示唆さ

れた。 

 平均値の推移を比較すると、経験年数 13 年以上の教員の点数が緩やかに変化しているの

に対して、13 年未満の教員は点数の変化がやや大きかった。このことからも、経験年数の長

い教員の方が児童生徒の実態把握を的確に行い、その時の状態に適した指導を臨機応変に行

えていると考えられる。対して経験年数の短い教員は授業成果が児童生徒の体調の変化に影

響を受けたり、授業内容の基準を定めきれてなかったりする可能性があると考えられる。 

 本研究では、経験年数を平均点で分類したため、今後は経験年数について具体的に検討す

ることが必要である。 

 

4. 総合考察 

本研究では、特別支援教育授業成果評価尺度（SNEAT）を用いて肢体不自由特別支援学校

における授業成果に影響する要因の検討を行うことを目的とした。その結果、特別支援教育

経験年数が影響する要因である可能性が示された。また、先行研究（Han & Kohara, 2016）

で特別支援学校教諭免許状保有の有無が影響する要因であることが示されたが、本研究では

必ずしも影響する要因で無い可能性があることが明らかとなった。しかし、本研究では一種

免許と二種免許の区別をつけての検討が行われていない。沖縄県内 1 校のみで行われた調査

であるため、今後詳細に調査を行い検討する必要があるだろう。また、本研究の結果を踏ま

えると、免許保有の有無ではなく、特別支援教育経験年数が、授業成果に影響を与えること

が示されたため、今後は、特別支援教育経験年数と授業成果の関連についての詳細な調査を

実施すると同時に、特別支援教育における免許制度や研修内容等について見直していく必要

があると考えられる。 
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付記 
 

 研究にご協力いただいた沖縄県内の特別支援学校並びに、諸先生方に心からお礼申し上げ

ます。 
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ABSTRACT 

Background; Previous studies have indicated factors that affect the educational 

outcomes of special needs education; “Length of teaching for special needs class”, 

“Whether to have special teaching certificate”, “Grade” and “Types of disability”. But each 

influence factors were not concretely analyzed. Object; This study aimed to analyze about 

factor affecting educational assessment in curriculum of special needs school for physical 

disable. Method; Survey data were collected in a longitudinal prospective cohort study. 

Survey data collected from 49 classes on the independent activities of daily living in 

special needs school for physical disable between June and July 2015. Statistical analysis 

used t-test and One-way ANOVA. Results; Results of t-test, the significant difference not 

confirmed between those who have licenses of teacher of special needs education and 

those who do not. And, results of t-test, the significant difference confirmed between more 

than 13 years of experience and less than 13 years of experience. Discussion; In this study, 

it suggested that “length of teaching for special needs class” is a more important factor affecting 

educational assessment than” Whether to have special teaching certificate”. 
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